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令和２年度 健康福祉部 施策体系 

 

 

 

(1) 「健康長寿日本一」に向けた健康づくりの強化(NEXT プロジェクト) 

   ○ 減塩や野菜摂取等の生活習慣病対策の強化 

  ○ 多様な主体との連携による健康づくりの推進 

  ○ 専門的知見を活用した健康医療データの活用促進 

  ○ 地域における健康づくりを進めるための拠点づくり 

 

(2) 発症予防からケアまでの総合的ながん対策の推進 

○ 県民に寄り添うがん相談支援の推進 

○ 検診受診率向上によるがんの早期発見の推進 

○ 療養生活の質の維持・向上の強化 

 

 

 

(1) 住民同士が支え合う地域づくりの推進 

○ 地域における住民主体の支え合いの仕組みづくりの支援 

○ 高齢者の生活支援・介護予防のための住民主体の拠点づくり 

○ 元気な高齢者など地域づくりの多様な担い手の育成支援 

○ 生活困窮者の自立に向けた支援 

○ ひきこもり相談支援体制の強化 

 

(2) 障がいや障がい者に対する理解の促進や支援体制の整備  

○ 障がい者の差別解消や社会参加の促進 

○ 発達障がい児（者）に対する支援体制の強化 

○ 医療的ケア児に対する支援体制の強化 

 

(3) 障がい者の自立と社会参加の拡大 

○ 農福連携の推進体制の強化 

○ 障がい者の就労機会の拡大強化 

○ パラリンピックを契機とした障がい者スポーツの振興 

１ 生涯にわたり健やかに過ごせる社会の実現 

２ 県民誰もがいきいきと活躍できる社会の実現 
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(1) 県民が安心して暮らせる医療提供体制の整備 

○ 医療機能の分化・連携と在宅医療の推進 

○ 医療従事者の確保・定着に向けた取組みの充実強化 

○ 地域における医療提供体制の確保 

 

 (2) 介護等が必要となっても安心して過ごすことができる環境の整備 

○ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

○ 認知症対策の充実強化 

○ 介護人材の育成・確保の強化 

○ 介護と仕事を両立しやすい環境づくりの促進 

○ 介護分野におけるＩＣＴ等先端技術の利活用促進 

 

(3) 災害時医療体制の充実強化 

○ ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ等災害時医療提供体制の整備充実 

 

  

３ 誰もが安心して暮らせる社会の実現 



 部局名：健 康 福 祉 部　

Ⅰ　主な要求事業
(単位:百万円）

１　生涯にわたり健やかに過ごせる社会の実現

（１） 「健康長寿日本一」の実現に向けた健康づくりの強化（ＮＥＸＴプロジェクト）
番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

新規

（２） 発症予防からケアまでの総合的ながん対策の推進
番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

新規

2
健康づくり
推進課

がん対策県民運動
推進事業費

20

◇
・
・
・
・

・

みんなで取り組む『がん対策県民運動』の展開
がん総合相談支援センターの運営
がん検診受診率向上対策の推進
女性のがん検診受診率向上対策の推進
がん患者への医療用ウイッグ及び乳房補整具購
入費の助成
アピアランス相談支援員の養成

3
健康福祉企
画課

山形大学重粒子線
がん治療装置開発
整備補助事業費

600

◇ 山形大学医学部における「重粒子線がん治療装
置」の開発整備費に対する助成

4
健康福祉企
画課

山形県重粒子線が
ん治療患者支援事
業費

2 ○

◇ 山形大学医学部が整備する「重粒子線がん治療
施設」において重粒子線治療を行う患者への支
援

事　業　概　要

事　業　概　要

○

◇

・

・
・
・

・
・

・
・

・

令和２年度当初予算　主な要求事業等一覧

1

健康長寿日本一実現に向けたオール山形で取り
組む県民の健康づくりの推進
「減塩の日」「野菜の日」キャンペーン展開や
大学との連携等による食生活改善の取組み推進
健康経営実践のモデル事業実施
県民健康・栄養調査の実施
専門的知見による健康づくり事業の評価検証等
の実施
やまがた健康フェアの開催
健康づくりに積極的に取り組む地域団体、企業
の表彰
やまがた健康マイレージの普及推進
やまがた健康づくりステーションの創設に対す
る助成
受動喫煙防止対策の促進

健康づくり
推進課

健康長寿日本一
ＮＥＸＴプロジェ
クト事業費

21
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（１） 住民同士が支え合う地域づくりの推進
番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

新規

5
地域福祉推
進課

すこやか・安心地
域づくり推進事業
費

8 ○

◇

・
・
・

市町村と住民が一体的に身近な生活課題解決に
取り組む仕組みの構築を推進
地域のエンジン役となる人材の養成講座の開催
モデル地域の取組みへのオーダーメイド支援
県内各地域への普及拡大に向けたセミナー開催

6
地域福祉推
進課

地域福祉活動総合
推進対策事業費

87

◇

・
・

地域福祉活動の中核を担う社会福祉協議会の活
動への支援
社会福祉協議会活動への助成
福祉ボランティア活動への助成

7
長寿社会政
策課

高齢者等生活支援
サービス基盤整備
事業費

19
○

一部

◇

・

・

・

・

高齢者の生活支援サービスの充実に向けた施策
の推進
生活支援サービスの担い手の養成（配食・移動
等）
担い手養成研修の受講者及び地域住民が主体と
なって運営する生活支援拠点に対する状況・意
向調査及び実践者による立上げ・運営支援【新
規】
退職予定者に対する退職後の活躍の場に係る出
前講座【新規】
地域住民が主体となって運営する生活支援拠点
の立ち上げへの助成

8
地域福祉推
進課

生活困窮者自立支
援事業費

85

◇

・
・
・

生活保護に至る前の生活困窮者に係る自立支援
の強化
生活困窮者の支援相談窓口の設置・運営
子どもの学習支援等の実施
相談支援員に対する研修の実施

9
障がい福祉
課

ひきこもり相談支
援事業費

1

◇

・

・

ひきこもり状態にある本人や家族に対する相談
支援体制の強化
ひきこもり相談支援窓口「自立支援センター巣
立ち」の運営
ひきこもり相談支援者専門研修の開催

２　県民誰もがいきいきと活躍できる社会の実現

事　業　概　要
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（２） 障がいや障がい者に対する理解の促進や支援体制の整備
番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

新規

10
障がい福祉
課

障がいのある人も
ない人も共生する
社会づくり事業費

11

◇

・

・
・

・
・

障がいを理由とする差別の解消及び障がい者の
社会参加の促進
障がいを理由とする差別をなくすための普及・
啓発
障がい者差別解消のための体制整備
障がい者スポーツ・芸術活動への県民理解の促
進
手話の普及啓発
ヘルプマークの普及啓発

11
障がい福祉
課

発達障がい者支援
体制整備事業費

15

◇
・

・
・
・

発達障がい児（者）に対する支援体制の強化
地域の療育力向上及び地域支援ネットワーク体
制の強化
「やまがたサポートファイル」の普及・定着
ペアレントメンターによる家族支援体制の充実
地域の身近な医療機関による相談・診療受入れ
の促進

12
障がい福祉
課

医療的ケア児支援
体制整備事業費

7
○

一部

◇
・
・
・

・

医療的ケアを必要とする児童に対する支援
関係機関連携のための協議会設置
小児在宅医療研修の実施
各分野の支援を調整するコーディネーター等の
養成
児童の通院時の訪問看護師の付添いに係る支援
【新規】

13
障がい福祉
課

精神障がい者地域
生活移行支援事業

4
〇

一部

◇
・

・
・

精神障がい者の地域移行・地域定着の促進
地域移行促進のための医療、保健、福祉関係者
の協議の場の設置【新規】
精神障がい者の相談支援体制の強化
精神障がいに関する正しい知識の普及啓発

（３） 障がい者の自立と社会参加の拡大
番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

新規

14
障がい福祉
課

農福連携推進事業
費

2
○

一部

◇

・
・
・

・

・

障がい者の就労機会の拡大に向けた農業分野及
び福祉分野の連携の推進
プロジェクトチームによる連携・推進
農業者と障がい者施設とのマッチング支援
障がい者施設の施設外就労及び農業経営に対す
る支援
障がい者施設の指導員・利用者を対象とした農
業体験の実施
農福連携で生産・加工された商品の付加価値向
上【新規】

15
障がい福祉
課

障がい者就労支援
事業費

10

◇
・

・
・

障がい者施設の工賃向上に向けた取組みの支援
工賃の底上げを目指した経営コンサルタント等
による研修・指導
商品開発・改良に対する助成
インターネットによる共同販売を支援

事　業　概　要

事　業　概　要
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番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

新規

16
障がい福祉
課

パラリンピック等
メダリスト育成事
業費

10

◇

・
・
・

パラリンピック等における本県メダリスト輩出
を目指した障がい者スポーツ選手への支援
有望選手の競技活動への助成
スポーツ医・科学による有望選手への重点支援
東京2020パラリンピックへ出場する本県選手へ
の県民応援企画の実施

（１） 県民が安心して暮らせる医療提供体制の整備
番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

新規

17
地域医療対
策課

病床機能分化連携
推進事業費

4

◇
・

・

医療機関が行う施設整備に要する経費への助成
急性期病床から回復期病床への病床転換に伴う
施設整備への支援
地域における病床機能調整ワーキング等の開催

18
地域医療対
策課

在宅医療推進事業
費

24
○

一部

◇
・

・

・

在宅医療充実の取組みの推進
地域の医療関係者が連携して取り組む在宅医療
体制構築への支援
在宅医療のために必要な設備整備に要する経費
への助成
ＩＣＴを活用した多職種連携体制の整備への支
援【新規】

19
地域医療対
策課

医師確保対策費 416

20
地域医療対
策課

地域医療支援対策
費

167

「山形方式・看護師等生涯サポートプログラ
ム」を中心とした看護職員確保対策の推進
看護職員修学資金の貸付
看護師体験セミナーの開催
看護師等養成所の教員を養成する講習会の開催
看護師の特定行為研修受講に取り組む病院への
支援【新規】
医療勤務環境改善支援センターによる医療機関
の勤務環境改善に向けた取組みへの支援
離職中の看護師を対象とした復職研修の実施

◇

・
・
・
・

・

・

○
一部

◇
・

・
・
・

◇

・

医師確保計画に基づく医師確保対策の推進
医師派遣等を協議する地域医療対策協議会の運
営
臨床研修医の県内定着の促進
医師修学資金の貸付
医師の働き方改革に向けた調査・検討【新規】

「山形方式・医師生涯サポートプログラム」を
中心とした医師確保対策の推進
山形大学医学部と連携した医師の確保・定着の
促進

事　業　概　要

21
地域医療対
策課

看護師確保対策費 382
○

一部

事　業　概　要

３　誰もが安心して暮らせる社会の実現
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番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

新規

22
地域医療対
策課

周産期医療対策事
業費

140

◇
・
・

・

・

総合的な周産期医療対策の推進
周産期医療協議会の開催
総合及び地域周産期母子医療センターの運営費
助成
在宅療養中の小児を一時的に受け入れる医療機
関への助成
医学生を対象とした新生児心肺蘇生法講習会の
開催

23
地域医療対
策課

救急電話相談事業
費

20
◇ 救急電話相談の実施

（２） 介護等が必要となっても安心して過ごすことができる環境の整備
番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

新規

24
長寿社会政
策課

地域包括ケアシス
テム構築推進事業
費

16

◇

・

・

市町村における地域包括ケアシステムの深化・
推進に向けた支援
市町村が取り組む自立支援型地域ケア会議を定
着させるための指導者の派遣
自立支援型のサービス提供事業所の育成

25
長寿社会政
策課

認知症施策総合推
進事業費

33
○

一部

◇

・
　
・

・

・

「認知症施策推進行動計画」に基づく対策の推
進
かかりつけ医等を対象とした認知症対応力向上
研修の開催
認知症疾患医療センターにおける日常生活支援
機能の追加
認知症（若年性を含む）の方や家族に対する相
談・支援
市町村における認知症サポーターを中心とした
支援チーム（チームオレンジ）の活動促進に向
けた支援【新規】

26
長寿社会政
策課

介護職員確保定着
促進事業費

58
○

一部

◇

・
・

・

・

「山形県介護職員サポートプログラム」を中心
とした介護職員確保対策の推進
介護福祉士修学資金の貸付け
介護人材のすそ野を広げるための介護の入門的
研修等の実施
介護分野における留学生、技能実習生等の外国
人材の受入れ推進【新規】
人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価制
度の導入【新規】

27
長寿社会政
策課

仕事と介護の両立
応援事業費

6 ○

◇

・
・

介護離職ゼロに向け、仕事と介護を両立しやす
い環境づくりの促進
介護休業制度等ＰＲ動画制作事業
仕事と介護の両立を推進するシンポジウムの開
催

事　業　概　要

事　業　概　要

- 7 -



番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

新規

28
長寿社会政
策課

福工連携による介
護現場支援事業費

12
○

一部

◇

・

・
・

介護ロボット・ＩＣＴを活用による介護職員の
確保・定着、負担軽減の促進
ＩＣＴ技術等の活用による介護現場支援事業
【新規】
山形発福祉用具の普及【新規】
介護ロボット・ＩＣＴ技術等導入促進のための
普及啓発

（３） 災害時医療体制の充実強化
番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

新規

29
地域医療対
策課

災害時医療提供体
制推進事業費

84
○

一部

◇

・

・

・

災害発生時の急性期医療を担う災害派遣医療
チーム（ＤＭＡＴ）の養成等
ＤＭＡＴ隊員、災害医療コーディネーターの養
成及び訓練・研修会の実施
航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）資器材の
維持管理
災害拠点病院等の施設・設備整備への支援【新
規】

Ⅱ　主な事務事業の見直し・改善一覧
(単位:百万円）

番
号

担当課 事　業　名
令和２年度
当初要求額

1
健康福祉企
画課

医療保険制度円滑
運営事業費

-

事　業　概　要

事　業　概　要

見直し・改善の概要

◇平成30年度の国保改革により、県が国保財政運営の主
　体となる新制度に移行してから2年が経過し、運営体
　制が一定程度安定してきたことから、当該事業を廃止
　するもの [削減見込額：1百万円]

- 8 -


